
売上高については、第２四半期までは大幅な減収となった
ものの、第３四半期以降は、国内市場向けＰＯＳシステムの
売上が前年同期に比べ大幅に増加したことに加えて、米国
関税措置に伴う各国の市況悪化や顧客の投資時期の遅れの
影響に改善が見られたことにより、海外市場向けＰＯＳシステ
ム及び複合機の売上が前年同期並みまで改善したことから、
5,692億65百万円（前連結会計年度比1%減）となりました。

損益については、第３四半期以降、国内市場向けＰＯＳシ
ステムの利益が前年同期に比べ増加したことに加えて、海
外市場向けＰＯＳシステム及び複合機の損益も、顧客の投
資意欲に改善が見られたこと、米国関税措置による悪化影
響を概ねリカバリーできたこと、及び製品価格の改定や生産
拠点の最適化等の施策の効果が増加したことなどにより、
前年同期を上回る水準まで改善したことから、第３四半期以
降の営業利益及び経常利益は、いずれも前年同期を上回る
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親会社株主に帰属する
当期純利益／純損失

2025年度の営業利益推移（四半期別）

注記　記載金額は、原則として億円単位は表示単位未満を四捨五入、百万円単位は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

※1  「Top 50 Global Retailers 2025」 National Retail Federation /  
各社有価証券報告書（EDINET）

※2	 当社調べ
※3  「Global EPOS and Self-Checkout 2025」, Datos Insights

※4	 2026年3月末時点　　
※5  「ELERA」は東芝グローバルコマースソリューション社の登録

商標です。

事業の概況

今後の世界経済は、緊迫化する国際情勢を背景に景気の
不透明感が一段と高まるとともに、物価動向や各国の政策
動向など不確実要因も多く、先行きを見通せない厳しい状
況が続くものと予想されます。

このような状況下で、当社グループは、「社会課題の解決
に貢献する新たな価値を共創によって生み出し、グローバル
トップのソリューションパートナーへ」の基本方針の下で、ソ
リューションカンパニーへの変革をNext Stageへと進めてま
いります。その一環として、コスト構造の最適化を通じた損
益分岐点の引き下げを図り、急激な環境変化への対応力を
高めることを目的に、経営体質の改善に継続的に取り組ん
でまいります。あわせて、持続的な成長の実現に向け、各
種施策の着実な実行にグループ一丸となって取り組んでまい
ります。

また、当社が有するグローバルな顧客基盤や営業・保守
体制といったフィジカルアセットを活用し、パートナーとの共
創によるエコシステムの構築を通じて、付加価値の高いソ
リューション提案を推進することで、社会課題の解決に貢献
するとともに、企業価値向上を目指してまいります。

2026年度の連結業績予想は、上記方針等を踏まえて以下
のとおり見込んでおります。

今後の見通し

結果となりました。特に、第４四半期の営業利益及び経常
利益は、これまでに取り組んできた各種施策が奏功したこと
などから、前年同期に比べ大幅に改善いたしました。しかし
ながら、米国関税措置に伴う第２四半期までの損益悪化を
完全に補うには至らず、通期の損益については、営業利益
は143億36百万円（前連結会計年度比29%減）、経常利益
は106億8百万円（前連結会計年度比42%減）となりました。
親会社株主に帰属する当期純損失については、エトリア㈱
が当社の元子会社であり現在はエトリア㈱の子会社である
Toshiba Tec Information Systems（Shenzhen）の事業規
模縮小を決定したことに伴う経済補償金負担引当金繰入額
や、投資有価証券の減損処理による投資有価証券評価損を
特別損失として計上したことなどから、22億85百万円（前
連結会計年度は299億37百万円の親会社株主に帰属する当
期純利益）となりました。

なお、当事業年度に係る期末配当については、上記の業

代表取締役  会長執行役員  CEO　

■	2025年度の営業利益は143億円で、対前年59億円減益 
（米国関税影響 △114億円） 

関税対策の進捗により四半期ごとに損益は改善し挽回が進んだ
■	期末配当は計画通り20円を実施
■	2026年度の営業利益は対前年57億円増益の200億円を見込む 

一定の半導体・石油等高騰影響を織り込む
■	ELERAをプラットフォームとして、顧客・パートナー、サービスを拡大

Key Messages

連結業績ハイライト（2025年度実績／2026年度見通し） （単位：億円）

株主の皆様には、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
平素は格別のご支援、ご高配を賜り、有難く厚く御礼申し上げます。
ここに、2025年度（第101期）における当社グループの事業の概況等をご報告申し上げます。
� 2026年6月

ごあいさつ

東芝テックの成長モデル「共創による新たな価値の創出」タッチポイント※1 東芝テックの強み

日本TOP10 
リテーラーのうち、� 8社が顧客

米国TOP10
リテーラーのうち、� 7社が顧客

欧州TOP10
リテーラーのうち、� 4社が顧客

世界中で 
稼働しているMFP※2� 約140万台

グローバル拠点※4

62社

グループ従業員数※4

グローバル連結

15,078人

うち保守人員

約5,000人
（国内 約2,000人、海外 約3,000人）

Installed Base（2024年時点）

POSシステムシェア※3 
　世界・国内ともに   No.1
世界 17%（275万台）� 国内 52%（61万台）

フィジカルフィジカル
〈タッチポイント〉 

グローバルな顧客基盤　グローバルな営業保守網

〈社会課題解決〉
・労働力不足への対応　・廃棄ロスの削減　・CO2排出削減　・データのサイロ化

物流・オペレーション実店舗・購買 オフィス・業務

お 客 様
業務アプリ／マイクロサービス

ソリューションパートナー
業務アプリ／マイクロサービス

共 創
業界横断でデータ・機能を接続

貢献

知的判断を
実行

現実の状態を
センシング／データ化

フィジカルとサイバーをつなぎ
社会課題を解決

績や経営環境等を総合的に勘案した結果、前事業年度の期
末配当に比べ5円減配して１株当たり20円とさせていただき
ます。株主の皆様におかれましては、何卒ご了承賜りたいと
存じます。

※5

サイバー
統合・理解・インサイト化
判断・最適化・タスク実行
評価・監視・継続改善

AI/LLM
AI Agent
ML OpsAI
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2021年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度
2026年度中計期間

2028年度 2029年度 2030年度

営業利益率
（営業利益）
（単位：億円）

・・・

2.6%
(116)

3.5%
(203)

2.5%
(143)

米国関税
影響
▲114

6.6%
(380)

国内リテール
10%達成

全社で
10%達成海外リテール・

米州
10%達成

4.6%
(270)3.4%

(200)

※1	 Study Ipsos bva – Viséo CI – 調査による詳細は escda.fr をご覧ください
※2	 The Cannata Report: 40th Annual Dealer Survey(Dec.2025): A3 MFP Manufacturer Ratings

※ Application Service Provider

オフィスソリューションのポートフォリオ拡充・自社IP強化
2025

保守　　ASP※　　ELERA
国内売上に占める
リカーリング売上比率

2026 2027 2028 （年度）

2030年度全社営業利益率
10％達成

高収益・成長モデルの確立

このたび代表取締役 社長執行役員 COOに就任いたしました大西泰樹でございます。ステークホ
ルダーの皆様のご期待に沿うため、全力で職務にあたりますのでどうぞよろしくお願いいたします。

当社はお客様の課題解決を起点とするリカーリング型ソリューションビ
ジネスへの転換を進めており、ソリューションカンパニーとしてのNext 
Stageへ踏み出そうとしています。こうした変革を着実に実行し、収益力
の強化と持続的な成長を実現することで、中長期的な企業価値向上を
図ってまいります。さらに、当社が有するグローバルな顧客基盤や営業・
保守体制といった強みを最大限に活用し、パートナーとの共創によるエ
コシステムを構築することで、付加価値の高いソリューション
提案を推進し、社会課題の解決に貢献してまいります。

市場環境が大きく変化する中にあっても、成長領域への投
資と収益基盤の強化を両立し、グローバルでの競争力を一層
高めてまいります。透明性の高い経営を通じて、ステークホ
ルダーの皆様の信頼とご期待にお応えしてまいります。今後も
ご支援とご指導を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

下期のトピックス

ELERA  導入レーン数の拡大

導入事例多数
米国西海岸の飲食チェーン（100店舗超）

顧客志向がグローバルで評価
フランスで印刷ソリューション部門「顧客が選ぶ 
年間最優秀カスタマサービス賞」2年連続受賞※1

A3MFPメーカーとしてアメリカで 
2年連続の顧客アンケートトップ評価！※2

シンプルな会計ワークフロー自動化で
高い評価を獲得

リカーリング売上高 2030年度、
リカーリングビジネス

売上高比率50％達成を目指す

2030年度2030年度

国内リテール：リカーリングビジネス売上高比率50％達成を目指す
海外リテール：導入レーン拡大により高成長軌道へ

●❶ 新エンジン搭載統合機の市場投入により本格的な統合効果の発現
●❷ 成長戦略を実現するためのソリューションポートフォリオを拡充し、
　 ワークプレイスの顧客接点を基盤に高付加価値ソリューションを提供

基礎収益力の向上と事業転換を推進し
2028年度は営業利益率 6.6％、ROIC 16％を目指す

26年度計画
（USD 150円、EUR 175円）

27年度計画
（USD 150円、EUR 175円）

28年度計画
（USD 150円、EUR 175円）

売上高 5,900 5,900 5,800
営業利益 200 270 380
営業利益率 3.4 4.6 6.6
親会社株主に帰属する当期純利益 70 130 210
営業キャッシュ・フロー 210 310 390
フリー・キャッシュ・フロー 60 130 190
投下資本利益率（ROIC※） 9 12 16

億円 億円 億円

億円 億円 億円

% % %

億円 億円 億円

億円 億円 億円

億円 億円 億円

% % %

基礎収益力向上と事業転換を並行して推進し
高収益・成長モデル確立のための基盤構築を完遂

基礎収益力の強化と
高付加価値ソリューション事業へのシフトにより
 営業利益率10％  を目指す

Next Stage推進のため、CEO・COO体制に変更し経営スピードの向上を図る

ソリューションカンパニーとしてのNext Stageへ

リテール事業の成長戦略

●❶ 国内リテール ●❷ 海外リテール

ワークプレイス事業の重要施策

2026年度中計　全社目標計数2026年度中計　基本方針

中期成長目標

経営体制の強化

2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

2025 2026 2027 2028

新社長紹介

合計レーン数

A社
B社

C社
D社

E社
F社
G社

H社
I社

J社

6,000 43,000 100,000 123,000

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

2026年度 経営方針説明会（2026年5月29日）

50%

28%

■	ハルモニア株式会社からの事業譲受に関するお知らせ

■	購買統計データと健診統計データを活用した食環境整備事業の実証実験を 
豊橋市で実施

■『第60回スーパーマーケット・トレードショー2026』に出展

■	飲食・小売業界の店舗向け業務用タブレット「TBL-400」を発売 ■	Newland NPT製決済端末 
「N750P／N750」を発売■	設備予備品管理ソリューション「Stock Viewing（ストックビューイング） V2.0」を 

発売

■	6インチ幅対応の業務用ラベルプリンタ「BX610T-TS02-S」を発売
■	さらに小型化し使い方に合わせて選べるマルチパーパス端末 「SS-U1」シリーズの発売について

■	AI技術と共創による小売事業者向け防犯・省人化ソリューション
展開開始

■	レシートプリンタ「TR-QT3」（FLEXPrint）が2025年度グッドデザイン賞を受賞

■	新しい来店動機を創出！ 
レシート推し広告サービス「かみ推しレシート」、全国展開を開始

■『リテールテックJAPAN 2026』に出展

■	東芝テックと加賀電子、小売業界における製品の開発・製造協業
に向け基本合意

■「スマートレシート®」会員数 
300万人突破！

■	小学館の幼児誌『幼稚園』企業コラボ付録企画へ参画

■「MCPC award 2025」にてサービス&ソリューション部門 優秀賞、 
ユーザー部門 奨励賞を受賞

■「ライフアプリ」と電子レシートサービス「スマートレシート®」が連携開始

■「女性活躍推進企業として「えるぼし 2段階目」を取得

■	購買行動とクーポンを起点とした「謎解きキャンペーン」を実証実験

■	飲食店向け縦型大画面セルフシステム「FScompassKS」を発売

■「スマートレシート®」、全国規模のリワードキャンペーンを開始  紙レシート対応により利用シーンが大きく拡大

10月

11月 2月

12月 3月

2029年度までに合計
135,000レーンに拡大予定

（2025年12月発表時点： 
123,000レーン）

代表取締役  会長執行役員  CEO

● 中長期経営戦略・事業変革の主導 
● パートナーシップ・対外戦略の推進 

錦 織  弘 信
代表取締役  社長執行役員  COO

● 経営戦略の執行・全社事業運営統括 
● 全社業績・KPIマネジメント責任

大 西  泰 樹

事業
転換

基礎収益力
向上

AI活用・IT基盤強化による経営の高度化

パートナー戦略・リカーリングビジネスへの
成長投資

顕在化・
成長フェーズ

当社機ベース

現行A4カラー機後継機

A3 Color Entry（当社向け統合初号機）※中国市場のみ

ブランドオーナー各社技術を組み合わせた統合機の開発・生産
中高速カラー・モノクロ機（統合機）

2027年度後半から統合効果発現
2028年度で拡大予定

新エンジン搭載 統合機の開発・生産

コスト構造の強化
地域別収益性の改善／間接業務削減／アセットライト化

創出キャッシュを再投資

2026年度中計期間

国内リテール営業利益率
10%達成

海外リテール・米州営業利益率
10%達成

※ ROIC = 税引後営業利益（営業利益 × （1 － 税率））÷ 期中投下資本（有利子負債 ＋ 純資産）

MPS Managed Print Services

DMS Document Managed Services

ECM Enterprise Content Management

WF Workflow

Business Partner 
　　　　　業務の最適化提案 SMB顧客

必要なスキル・
リソース不足
による
ソリューション
ニーズの増大

導入商品

商品投入計画

●❶ アセットライト化と商品競争力強化

●❷ 成長市場「オフィスソリューション」への集中
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